
 

平 成 １ ９ 年 ４ 月 ２ ０ 日 

消 防 庁 

 

平成１９年度 消防防災施設等整備費補助金の交付決定 

 

消防庁は、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律(昭和 30 年法律第

179 号)第６条第１項の規定に基づき、消防防災施設整備費補助金及び緊急消防援

助隊設備整備費補助金について、本日、次のとおり交付決定を行いました。 

 

１ 交付決定額                          ８０億３０ 百万円 

(内訳) 消防防災施設整備費補助金               ３０億３６ 百万円 

緊急消防援助隊設備整備費補助金         ４９億９５ 百万円 

２ 補助金の主な対象施設・設備及び数量 

○消防防災施設整備費補助金 

耐震性貯水槽                       ６０４ 基 

高機能消防指令センター総合整備事業              ６ 箇所 

○緊急消防援助隊設備整備費補助金 

災害対応特殊消防ポンプ自動車               ９３ 台 

災害対応特殊救急自動車                   ９３ 台 

救助工作車                         ２０ 台 

画像伝送システム                  ５ 箇所 

救助消防ヘリコプター                ４ 機 

３ 主な補助金の交付決定額 

○救助消防ヘリコプター   静岡市（静岡県）       ４０３ 百万円 

福岡市（福岡県）       ３２８ 百万円 

東京消防庁（東京都）   ２４０ 百万円 

香川県                 ２４０ 百万円   

 ○画像伝送システム     千葉市（千葉県）    １７１ 百万円 

テレビ電送システム及び 

高度化資機材を含む。 

              静岡市（静岡県）    １５３ 百万円 

              大阪市（大阪府）    １３０ 百万円    

○救助工作車Ⅳ型      大阪市 (大阪府)        ２２ 百万円 

          

４ 都道府県別補助金交付決定状況 

別添一覧参照 

 
(連絡先) 

消防・救急課 広庭課長補佐、田浦係長 

電話(代表)０３－５２５３－５１１１ 

           (内線)７６０２ 

(直 通)０３－５２５３－７５２２ 

     (F A X)０３－５２５３－７５３２ 



平成19年度消防防災施設等整備費補助金　交付決定状況
(単位:百万円)

消防防災施設 緊急消防援助隊
合計

整備費補助金 設備整備費補助金
1   北海道 0 120 120
2   青  森 0 83 83
3   岩  手 10 87 98
4   宮  城 10 128 139
5   秋  田 76 48 124
6   山  形 33 36 69
7   福  島 36 57 93
8   茨  城 55 159 214
9   栃  木 21 140 162

10   群  馬 13 100 113
11   埼  玉 13 218 231
12   千  葉 338 141 478
13   東  京 54 244 299
14   神奈川 41 133 174
15   新  潟 122 181 303
16   富  山 0 60 60
17   石  川 10 48 58
18   福  井 98 43 141
19   山  梨 162 85 247
20   長  野 63 91 154
21   岐  阜 54 68 122
22   静  岡 290 435 726
23   愛  知 280 57 337
24   三  重 46 37 83
25   滋  賀 20 73 93
26   京  都 65 37 103
27   大  阪 224 355 579
28   兵  庫 59 104 164
29   奈  良 32 63 95
30   和歌山 21 50 71
31   鳥  取 0 89 89
32   島  根 25 21 46
33   岡  山 22 120 142
34   広  島 95 127 222
35   山  口 0 114 114
36   徳  島 20 30 50
37   香  川 12 262 274
38   愛  媛 23 42 66
39   高  知 13 12 25
40   福  岡 32 390 423
41   佐  賀 147 34 181
42   長  崎 32 69 101
43   熊  本 154 84 237
44   大  分 93 25 118
45   宮  崎 45 35 80
46   鹿児島 74 36 109
47   沖  縄 0 22 22
合　　　計 3,036 4,995 8,030

※四捨五入による端数処理の結果、合計値と合計欄が一致しない場合がある。



緊急消防援助隊は、阪神・淡路大震災の教訓を踏まえ、大規模災害等において被災した都道府県

内の消防力では対応が困難な場合に、国家的観点から人命救助活動等を効果的かつ迅速に実施し得

るよう、全国の消防機関相互による援助体制を構築するため、平成７年６月に創設されました。平

成１５年６月に消防組織法が改正され、平成１６年４月から緊急消防援助隊が法制化されるととも

に、大規模・特殊災害発生時の消防庁長官の指示権が創設されました。

総務大臣が「緊急消防援助隊の編成及び施設の整備等に係る基本的な事項に関する計画」（以下、

「基本計画」という。）を策定、それに基づき、消防庁長官が部隊を登録しています。（平成１８

年４月1日現在3,397隊が登録）

また、基本計画に基づく施設等の整備については、「国が補助するものとする」と法律上明記さ

れるとともに、対象施設及び補助率（１／２）については政令で規定されています。

緊 急 消 防 援 助 隊 と は

平成17年ＪＲ西日本福知山線列車事故

－実災害での活動実績から、さらなる迅速・的確な広域対応体制の拡充の必要性を認識－

① 蒲原沢土石流災害（Ｈ８年12月６日）
② 岩手県内陸北部を震源とする地震（Ｈ10年9月3日）震度６弱
③ 有珠山噴火災害（Ｈ12年３月31日）
④ 平成12年（2000年）鳥取県西部地震（Ｈ12年10月６日）震度６強
⑤ 平成13年（2001年）芸予地震（Ｈ13年３月24日）震度６弱
⑥ 宮城県北部を震源とする地震（Ｈ15年７月26日）震度６強、６弱
⑦ 三重県ごみ固形燃料発電所火災（Ｈ15年８月22日）
⑧ 栃木県黒磯市ブリヂストン栃木工場火災（Ｈ15年９月８日）
⑨ 平成15年(2003年)十勝沖地震（Ｈ15年９月26日）震度６弱
⑩ 出光興産北海道製油所原油貯蔵タンク火災（Ｈ15年9月28日）
⑪ 平成16年７月新潟・福島豪雨（Ｈ16年７月13日）
⑫ 平成16年７月福井豪雨（Ｈ16年７月18日）
⑬ 平成16年台風23号兵庫県豊岡市水害（Ｈ16年10月21日）
⑭ 平成16年（2004年）新潟県中越地震（Ｈ16年10月23日）震度７
⑮ 福岡県西方沖を震源とする地震（Ｈ17年3月20日）震度6弱
⑯ 平成17年ＪＲ西日本福知山線列車事故（Ｈ17年４月25日）
⑰ 奈良県吉野郡上北山村土砂崩れ車両埋没事故（Ｈ19年１月30日）
⑱ 平成19年（2007年）能登半島地震（Ｈ19年3月25日）震度６強
⑲ 三重県中部を震源とする地震（Ｈ19年4月15日）震度５強

法
制
化
以
降

【緊急消防援助隊の活動実績】 １９災害（法制化以降は９災害）に出動

平成16年７月福井豪雨 平成16年新潟県中越地震（長岡市妙見堰）
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